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第 1 章 序論  
第１節．研究の背景  
近年，長期化する紛争や自然災害，宗教的迫害などにより，世界中で非常に多くの
人々が，従来の居住地からの強制移動を余儀なくされている。2017 年現在，世界の 113
人に１人が難民及び国内避難民，庇護申請者であり，１分に 24 人が難民となっている  
(The Office of the United Nations High Commissioner for Refugees, UNHCR, 2017) 。さらに
難民の半数が，18 歳未満の子どもであり (UNHCR，2017)，世界各地で起きている紛争
や迫害の影響を最も大きく受けているのも，子ども達であるといえる。難民の経験は子
どものウェルビーイングに様々な影響を与えている  (Macksoud, Dyregrov & Raundalen, 
1993; Porter & Haslam, 2005)。  
難民のウェルビーイングや社会への統合を促進し，難民の定住の鍵となる概念として
ソーシャル・キャピタルが着目されている  (Beirens, Hughes, Hek, & Spicer, 2007; 
Perkmann & Spicer, 2008)。ソーシャル・キャピタルは，子どもの人的資本を育成し，ウ
ェルビーイングを促進させると言われている  (Coleman, 1987; Cohen & Wills 1985; 
Correa-Velez et al., 2010) 。子どものソーシャル・キャピタルの橋渡しには，教師やカウ
ンセラー，宗教指導者，医療従事者など，地域社会の大人が含まれると報告されている  
(Resnick et al., 1997) 。  
日本における難民の受け入れは，1975 年からのインドシナ難民の受け入れに始まっ
ている（外務省，2017）。インドシナ難民の受け入れの際は，日本政府側に難民に対す
る十分な支援体制が整っていたとは言えず，社会サービスが存在していても，そのサー
ビスをインドシナ難民が活用することは難しく，難民が持っている能力を生かすことが
出来なかった状況が報告されている（かながわ国際交流財団，2013）。難民の子どもや
家族にとって，ソーシャル・キャピタルの醸成は，人的資本を伸ばす機会に恵まれ，人
的資本を十分に活かすことやウェルビーイングの促進に重要である。  
そこで本研究では，インドシナ難民定住者（ラオス難民）の子どもの人的資本がどの
ように育まれてきたのかを明らかにし，人的資本とウェルビーイングの関係性を通して
ソーシャル・キャピタルの醸成の過程を検討することを目的とする。  
 
第 2 章 文献検討  
第１節 難民の政策と制度  
１）世界における難民政策と制度  
1951 年の「難民の地位に関する条約」（法務省，以下「難民条約」という。）では，
「難民」を「人種，宗教，国籍，政治的意見やまたは特定の社会集団に属するなどの理
由で，自国にいると迫害を受けるかあるいは迫害を受ける恐れがあるために他国に逃れ
た人々」と定義している。主権国家の並存する現在の国際社会を反映し，外国人の自国
領域への出入国に関しては，国際法上各国が自由に規定している。  
  
２）日本における難民政策と制度  
日本国憲法においては，「難民」について直接定めている条項はないが，92 条２項に   
おいて「日本国が締結した条約及び確立された国際法規は，これを誠実に遵守すること  
を必要とする。」と記されている。日本は，1981 年に「難民条約」，1982 年に「難民議  
定書」に加入している。難民条約・議定書に加入していることから，この条約を遵守す  
る義務が憲法により定められている。  
 
３）日本におけるインドシナ難民  
  日本で初めて定住許可を受けたインドシナ難民とは，ベトナム戦争終結（1975 年）
に前後してベトナム，ラオス，カンボジアのインドシナ三国で成立した社会主義体制の
下では迫害を受けるおそれがある等の理由で国外に脱出した人々を指す（法務総合研究
所 , 2010）。1978 年から  2005 年度末までの間に，11,319 人（ベトナム 8,656 人，ラオ
ス 1,306 人，カンボジア 1,357 人）の「インドシナ難民」に定住許可が与えられた（法
務総合研究所 , 2010；荻野 , 2006）。現在も，10,000 人ほどのインドシナ難民が日本に居
住していると言われており，インドシナ難民の第１世代，第 1.5 世代（幼児期に来
日），第２世代，第３世代が混在している状況である（アジア福祉教育財団，2017；大
谷，2012；荻野，2011）。  
 
第２節 難民に対する看護の動向  
 難民の子どもを対象とした研究では，メンタルヘル  (Flood & Coyne, 2019 等) やレジ  
リエンス  (Abraham, Lien, & Hanssen, 2018 等) ，社会サービス  (McCann, Mugavin, 
Renzaho, & Lubman, 2016 等) やその障壁に伴う健康格差への対応  (Yelland et al., 2015
等) に関する研究が実施されている。子どもの不安や孤独，社会的サービス等様々な障
壁を医療職者が認識し，親への支援と共に，学校や地域と連携し，社会全体で対応する
事の重要性が示されている。  
 
第３節 理論の検討  
ソーシャル・キャピタル理論  
ソーシャル・キャピタルは，社会関係に内在する資源的な側面で，人々の協調行動を
起こすものであり，信頼・規範・ネットワークといった社会の仕組みの特徴である。コ
ールマン（1990）は，ソーシャル・キャピタルを，人的資本の発展に際して，子どもに
有用な利益となるとしている。人的資本とソーシャル・キャピタルはお互い補完的な関
係にあり，人的資本とは個人によって保有される知識や技能であり，ソーシャル・キャ
ピタルは，構造内にある個人の行動を促す。人的資本が保有されるためにも，各人的資
本の間にソーシャル・キャピタルが必要である。ソーシャル・キャピタルの基礎として
家族制度があるとし，ソーシャル・キャピタルは人的資本を生み出し，親の持つ人的資
  
本を子どもに譲ることも可能にする。子どものソーシャル・キャピタルの特徴として
は，社会的ネットワークと社交性，信頼と互酬性のほかに帰属意識があり，子どものソ
ーシャル・キャピタルは，親や第三者の人的資本が含まれる。本研究では，子どもの人
的資本の育成や教育に着目し，ソーシャル・キャピタルが家族制度を基盤としており，
子どもと親や第三者の各人的資本の間にある資本としたコールマン（1990）の理論を用
いた。  
 
第４節 先行研究の検討  
  難民の子どもは，戦争や迫害によって外傷を受けやすく  (Bash & Zezlina, 2006 ; 
Duncan, 2001) ，避難先でも言語の違いによる困難  (Chiswick & Lee, 2006) や，それに
伴い教育の機会が限られてしまう事（Hickey, 2007; かながわ国際交流財団，2013）な
ど，多くの問題に直面する。戦争や迫害によって，自分の居住地を離れるため，避難前
から避難後まで強い恐怖や飢えなどの，重度のストレスを経験する  (Macksoud & Aber, 
1996) 。難民の子どもは，社会的に排除されていることが多く，家族や地域，国に属す
ることが常に危険にさらされている  (Correa-Velez, Gifford, & Barnett,  2010) 。難民の経
験は子どものウェルビーイングに様々な影響を与えている  (Macksoud, Dyregrov & 
Raundalen, 1993; Porter & Haslam, 2005)。  
難民の子どものソーシャル・キャピタルに関する研究では，難民の移住前の経験や文
化，受け入れ国の状況といった複雑な背景から，個別やグループインタビュー等の質的
な研究が，カナダやオーストラリアといった再定住地において実施されている  (Beiser 
& Hou, 2016 等) 。ソーシャル・キャピタルを，家族間の信頼や近隣との関わりと定義
し，信頼が高く関わりが多い家族が，再定住での生活の再建に向けての支援や学習の機
会を得やすいこと  (McMichael, Gifford, & Correa-Velez, 2011) ，信頼と規範，ネットワ
ークといったソーシャル・キャピタルの概念を基にしたワークショップを開催し，難民
の子どもと親にとって，学校が社会への統合に有用な役割を果たす，ソーシャル・キャ
ピタルを醸成する場となり，難民の子どもや親の生活の質を高めることが報告されてい
る  (Dippo, Basu, & Duran, 2012) 。難民の子どもの知識や能力である人的資本の育成や
支援の獲得と新たな地域での生活の質の向上のために，ソーシャル・キャピタルを醸成
することの重要性が報告されている  (Grant & Pauline, 2014) 。  
 
第３章 研究枠組み  
第１節．研究目的と目標  
本研究目的は，インドシナ難民定住者の子どもの人的資本が，どのように育まれてき
たのかを明らかにし，人的資本とウェルビーイングの関係性を通して，ソーシャル・キ
ャピタルの醸成の過程を検討することである。  
以上のことからリサーチクエスションは以下である。  
  
１．日本におけるインドシナ難民定住者の子どもは，どのような環境で育ち，どのよう  
な関わりの中で，どのような経験を基に人的資本を育んできたのか  
２．インドシナ難民定住者や支援者は，どのようにインドシナ難民定住者の子どもの人  
  的資本の育成に関与してきたのか  
１）インドシナ難民定住者は，どのような環境で過ごし，どのような関わりを持ち，  
どのような経験を基に自身の人的資本を育んできたのか  
２）インドシナ難民定住者は，どのように子どもの人的資本の育成に関わってきたの  
  か  
３）日本におけるインドシナ難民定住者の支援者は，どのようにインドシナ難民の方  
と関わり，インドシナ難民定住者の子どもとインドシナ難民定住者の人的資本の   
育成に貢献してきたのか  
３．インドシナ難民定住者の子どもの人的資本の育成とウェルビーイングは，どのよう  
に影響を及ぼしているのか  
 
第２節．用語の定義  
１．人的資本  
   本研究では，経験を基に取得した生活に必要な知識や技術，努力や姿勢，言語や識   
字，学習能力であり，ソーシャル・キャピタルによって育まれるものと定義する。  
２．ソーシャル・キャピタル  
   本研究では，各人的資本の間にあり，人的資本を育む人と人との関わりや情報のや  
り取り，助け合う地域社会の協力関係や信頼関係と定義する。  
３．ソーシャル・キャピタルの醸成  
   本研究では，人的資本を育むソーシャル・キャピタルが用いることが可能な状態が  
維持されることと定義する。  
４．ソーシャル・キャピタルの醸成過程  
  本研究では，人的資本を育むソーシャル・キャピタルが生み出され，蓄積され，資  
本が用いることが可能な状態が維持されることと定義する。  
５．ウェルビーイング  
本研究では，自分が望む生活を選択する機会や自由があり，健康で安心・安全に過  
ごすことができることと定義する。  
６．インドシナ難民定住者  
本研究では，自分自身がインドシナ難民として来日し，定住許可を受けた第１世代  
のラオス難民と定義する。  
７．インドシナ難民定住者の子ども  
   本研究では，インドシナ難民定住者の子ども世代であり，子ども時代に自分の意思  
とは関係なく日本に渡ってきたインドシナ難民定住者（ラオス難民），もしくは，  
  
親がインドシナ難民定住者（ラオス難民）の第１世代であり，日本で生まれた者と  
定義する。  
８．支援者  
   本研究では，対象地域の共同体のインドシナ難民（ラオス難民）に継続的に関わっ  
た経験を持ち，現在も交流がある支援者及び対象地域に居住しているインドシナ難  
民（ラオス難民）と共に活動を行っている地域住民と定義する。  
９．環境  
本研究では，インドシナ難民定住者（ラオス難民）の子どもを取り巻く，家族，学
校，地域，社会と定義する。  
 
第３節．本研究の枠組み  
コールマン（1987）の理論である，ソーシャル・キャピタルの基盤は家族制度であ
り，子どものソーシャル・キャピタルには，親の人的資本が含まれ，ソーシャル・キャ
ピタルは各人的資本の間に存在する資本であるという理論と，コールマンやセン
（1990）のソーシャル・キャピタルの醸成は人的資本を育み，ウェルビーイングを促す
ものであるといった理論検討の結果を用いて枠組みを作成した。  
本研究では，ソーシャル・キャピタルを，インドシナ難民定住者の子どもとインドシ  
ナ難民定住者，第三者である支援者の人的資本の間に存在する資本とし，ソーシャル・  
キャピタルの醸成とは，ウェルビーイングを促進する資本を用いる状態が維持されてい  
ることとする。  
 
第４章 研究方法  
第１節 研究デザイン  
   イン（1994）を参考にし，インドシナ難民定住者（ラオス難民）の子どもを取り巻く
環境をケースとした質的記述的なケース・スタディを用いた。  
 
第２節 対象地域  
  ラオス難民のコミュニティの柱である，在日本ラオス文化センターを中心とした，ラ
オス難民の主な居住地を対象地域とした。  
 
第３節 対象者  
１．インドシナ難民定住者の子ども（子ども世代）  
子ども時代に，自分の意志とは関係なく，来日したラオス難民，もしくは親がラオ
ス難民であり，日本で生まれた者  
２．子どもを持つインドシナ難民定住者（親世代）  
自分自身が難民として来日し，定住許可を受けた，子どもを持つラオス難民  
  
３．インドシナ難民定住者の支援者  
 
第４節 データ収集内容  
１．参与観察，文書・資料記録  
子ども世代と親世代，支援者の実践や取り巻く環境についてのデータを収集した。  
２．インタビュー  
   子ども世代からは，来日当初から現在の家庭・学校・地域での生活の様子，楽しみ
や苦労，友人や支援者との関わり，夢や目標等，親世代からは，来日当初から現在の
家族や地域での生活，楽しみや苦労，子どもとの関わり ,子どもの力を育んできた過
程など，支援者からは，インドシナ難民定住者との関わり，難民のための地域づくり
などについてのデータを収集した。  
 
第５節 データの分析方法  
  インタビューデータの分析は，マックラッケン（1988）のカテゴリー化・概念化を行
う質的分析方法を参考に実施した。フィールドノーツの分析は，やまだ（2002）のフィ
ールドでの質的データからのモデルのプロセスを参考に実施した。  
 
第６節 研究対象者へのアクセスと研究協力依頼方法  
  本研究では，インドシナ難民定住者の団体の代表，団体代表の子ども，また 20 年に  
わたり対象の共同体に関わっている支援者を，キーインフォーマント（第一選択肢）と  
して，研究の協力を依頼する。承諾を得られた場合，キーインフォーマントに，他の研  
究対象者の紹介を依頼した。  
 
第７節 倫理的配慮  
  千葉大学大学院看護学研究科倫理委員会の承認 (30-30)を得て実施した。対象コミュニ
ティにおける活動に定期的に参加し，研究者自身のラオス語能力を維持し，信頼関係を
構築した上で，研究の同意を得た。難民の複雑な背景に配慮し，プライバシーの保護に
注意した  
 
第５章 結果  
第１節 インドシナ難民定住者の子どもを取り巻く環境  
１）ラオスコミュニティにおける助け合い（スワイカン）  
   ラオスには，ラオス語で『スワイカン』と言われる助け合いの精神がある。日本の  
コミュニティでの助け合い（スワイカン）の場面を以下に述べる。  
① ラオスコミュニティの相互扶助システム  
   在日本ラオス協会では，互助会制度が設けられている。互助会員が入院時や死亡時  
  
に各世帯に規定の金額が給付される。  
② 新築祝いや結婚式における助け合い  
  ラオスコミュニティでは，新築祝いや結婚式の準備は，親戚や知人・友人が準備を
行い，主催する世帯を助けている。お祝いの行事は尊重されており，民族舞踊を披露
する会（インドシナ難民定住のつどい）のための練習日と結婚式が重なった際は，結
婚式の準備が優先された。主催する世帯は，招待状（ラオス語）を各世帯に配り，バ
ーシーの儀式を行う。  
③ 日常生活の助け合い  
   在日本ラオス文化センターの行事準備や集まりの際は，必ず一緒に食事をする。家
から得意料理を持参することも多い。自分達で食べる料理は女性が調理を担当するこ
とが多いが，行事用の料理やソーセージ作り等人手が多く必要な場合は男女関係なく
皆で作る。自分の畑で作った野菜を低価格で譲渡するといったことも見られる。日本
語が得意な人が，苦手な人の年金や保険の書類を読み，ラオス語で説明をするといっ
た場面も多く見られる。また，第１世代が話すラオス語を第２世代が，ラオス語が分
からない第２世代や第３世代のラオス難民や日本人に訳して説明することもある。ま
た，在留期間の更新手続きの時期に近づくと，そのことをラオス語及び日本語で
Facebook を用いて周知している。  
 
２）インドシナ難民定住者の子どもの生活  
   在日本ラオス文化センターの行事には，第 1.5 世代や第２世代，その子どもである  
第３世代の子どもが，第 1 世代の親や祖父母と共に参加している。第 1.5 世代や第 2 
世代，第３世代は日本語で会話していることが多い。第１世代と，第 1.5 世代や第２  
世代が会話する際は，ラオス語を用いる場合もあるが，第 1.5 世代や第２世代は，親  
や祖父母が話すラオス語を理解はしているが，日本語で返事をする場合が多い。ま  
た，第１世代が中心となって作るラオス料理を，一緒に食べない第３世代の子どもも  
多いが，親がラオス料理を強く勧めることは無く，別の場所でファーストフードを食  
べている事もある。  
 
第２節 研究対象者概要  
   研究対象者はラオス難民であるインドシナ難民定住者の子ども５名，子どもを持つ 
インドシナ難民定住者６名，支援者５名の計 16 名である。  
 
第３節 インドシナ難民定住者の子どもの人的資本  
   全体分析の結果，インドシナ難民定住者の子どもの人的資本について［日本とラオ
スの違いと日本のルールの受容力］や［日本人との相互理解のための表現力とコミュ
ニケーション力］などの特徴的な 12 個の人的資本の大テーマが抽出された。  
  
 
第４節 インドシナ難民定住者と支援者の子どもの人的資本への関わり  
１）インドシナ難民定住者の人的資本  
インドシナ難民定住者の人的資本に関する［来日する決意と自分の力で生きる逞し
さ］や［日本語の表現や読み書きの能力］などの８個の大テーマが抽出された。  
２）インドシナ難民定住者の子どもの人的資本との関わり  
インドシナ難民定住者の子どもの人的資本の育成への関わりに関する［日本人のや
り方を信頼し教育の助けを得る］や［子どもにルーツやラオス語を伝える］などの６
個の大テーマが抽出された。  
３）支援者のインドシナ難民定住者の人的資本との関わり  
支援者の自身の人的資本を基にした，インドシナ難民定住者の子ども及びインドシ
ナ難民定住者の人的資本の育成への関わりに関する，［問題の認識と問題を解決し全
員の市民生活を支える支援技術と熱意］や［安心安寧や文化継承する場の維持への地
域を巻き込んでの協力］等の５個の大テーマが抽出された。  
 
第５節 インドシナ難民定住者の子どもの人的資本とウェルビーイングの関係  
１）インドシナ難民定住者の子どものウェルビーイング  
全体分析の結果，インドシナ難民定住者の子どものウェルビーイングに関する５個
の大テーマが抽出された。  
１．［自分らしく楽（サバーイ）に生き，目標を持ち学び続けることが出来る］  
２．［自由に自分の言葉で表現が出来，安心して過ごせる場所がある］  
３．［親や家族，自分のルーツであるラオスの人が笑顔で幸せに暮らしている］  
４．［人と関わり社会に認められる存在であること］  
５．［経済的苦境や国籍の問題に折り合いを付けながら自分の道を選ぶ］  
 
２）インドシナ難民定住者の子どものウェルビーイングと人的資本の関係  
インドシナ難民定住者の子どものウェルビーイングの５つの大テーマと特に関わり
があるインドシナ難民定住者の人的資本や子どもの人的資本への関わりの［大テー
マ］を用い，各テーマの関係性を枠組に沿って図示し，図示した関係性を述べた。自
分らしく楽（サバーイ）に生き，目標を持ち学び続けることが出来る，の大テーマを
例にして述べると，このウェルビーイングと人的資本の育成の関係は，親や支援者の
関わりによりアイデンティティが確立して自分らしさを持ち，日本社会における違い
やルールの受容と日本人との相互理解により楽に生きる術を得て，経済的苦境やいじ
めといった悔しさをバネに目標達成ために続ける努力といった人的資本があること
で，ウェルビーイングである学び続けることの幸せを得ていることである。  
 
  
第６章 考察  
第１節 インドシナ難民定住者の子どもの人的資本の特徴  
   インドシナ難民定住者の子どもの人的資本の特徴として，来日直後は支援者や学校  
の先生との関わりにおいて受容力や助けを得る力，日本語の表現力が育まれ，親の経  
済的苦境やいじめといった環境において，助力や努力といった人的資本が育まれてい  
た。その後親の仕事や日本の生活への慣れ，日本の規範の理解といった中で生活基盤  
が整えられ，親子の関わりが増え，親を通じたコミュニティとの関わりの中でラオス  
語やラオスの習慣に関する人的資本が伸ばされ，日本社会とラオスコミュニティとの  
狭間といった環境において，就職やラオスへの帰国といった経験から親への尊敬の気  
持ちとともに，価値形成や帰属意識に関わる人的資本が育まれていた。そして，親が  
築いたラオス人同士の助け合い（スワイカン）の精神である人的資本が，親から子ど  
もに譲渡されていた。  
 
第２節 インドシナ難民定住者の人的資本を通したソーシャル・キャピタルの醸成  
とウェルビーイングの関係  
   インドシナ難民定住者の子どもの，社会に認められる存在であるというウェルビー
イングは，日本社会に認められることが難しいと感じる経験が影響していることが考
えられる。そして，親も同様の経験を持ち，インドシナ難民定住者の子どもの選択肢
を広げ，日本社会で認められる様に応援する姿勢といった関わりをおこしていると言
える。日本社会で認められるとは，一市民として認められること，一社会人として認
められることと言える。難民の子どものウェルビーイングの指標  (Scales et al., 2015) 
においても，ポジティブなアイデンティティ  (Positive identity) として，“私は自分の
未来に満足している  (I feel good about my future) ”が挙げられている。インドシナ難
民定住者には無国籍やそれに伴う職業選択の制限があり，この身分の不安定さは子ど
もの安心や安寧に影響を与えていると言える。一方で，インドシナ難民定住者の子ど
もは，助力や努力，真面目さといった日本に認められ，自分の歩む選択するために必
要な人的資本を育み，現状に折り合いを付けながら自分の道を選び歩んでいる姿が示
された。  
 
第３節 難民定住者のソーシャル・キャピタルを醸成し，ウェルビーイングを促進
する支援  
   ソーシャル・キャピタルを醸成しウェルビーイングを促進する支援とは，難民それ
ぞれの自分らしく楽（サバーイ）に生きることの価値を理解し，自分の言葉で自由に
表現できる場を作り，それぞれの力を認め合い，難民と住民同士の垣根がない溶け合
う地域づくりを支え，未来の選択肢を示し次世代のウェルビーイングに向けて関わり
続けていくことである。  
  
第４節 災害看護学への寄与  
   本研究においては，難民の子どものソーシャル・キャピタルの醸成過程を明らかに
することで，それぞれの時期に合わせた支援方策の示唆を得ることが出来た。また，
日本における難民の安全や安寧を脅かされている状況の理解に繋がったと考える。本
研究の知見は，日本における難民への看護支援において，地域の人々と共に，難民の
生活を考える際に活用できると考える。地域のキーパーソンとなる，地域住民に対し
て，難民定住者が，一緒に地域づくりを担える一員であること，文化背景により生活
様式が異なるが，自分達の文化を守っているだけであり，日本の文化を尊重していく
姿勢を持っていることを伝える際の事例となる。また，医療職者や人的資本の育成に
重要となる学校や保育に関わる養護教諭や保育者に対して，難民定住者が複雑な背景
を持っていること，医療や地域資源を用いることが難しい事，特に言語能力は母国の
教育背景により，母語であっても読めない場合も考えられる事，安心できる場はそれ
ぞれにより違い（国が同じであっても，政治的な背景により，コミュニティ活動への
参加が難しい等），サービスを受ける側の難民へのサポートや教育の実施への活用が
考えられる。  
 
第７章 結論  
   研究は，インドシナ難民定住者の子どもを取り巻く環境をケースとしたケース・ス  
タディを用いて，インドシナ難民定住者の子ども，インドシナ難民定住者，支援者を  
対象としたインタビューとコミュニティでの参与観察，文書・資料記録調査より，イ
ンドシナ難民定住者の子どもの人的資本がどのように育まれてきたのかを明らかに
し，人的資本とウェルビーイングの関係性を通して，ソーシャル・キャピタルの醸成
過程を検討した。インドシナ難民定住者は日本社会に溶けるといった相互理解である
ソーシャル・キャピタルを醸成し，インドシナ難民定住者の子どもは，文化継承への
決意や，日本とラオスの架け橋といった次世代のウェルビーイングに関わる新たなソ
ーシャル・キャピタルを形成していた。難民と住民がそれぞれの生活の価値を理解
し，垣根が無いお互いに溶けあう地域づくりや，次世代への支援の重要性が示唆され
た。  
 
第８章 結語  
   本研究の意義を踏まえ，本研究結果の限界や今後の研究課題について述べる。研  
究の限界として，まず対象者の特性がある。研究対象者のインドシナ難民定住者の子  
どもの幼少期の環境の特徴としては，親がコミュニティのリーダーをしている方や，  
コミュニティや支援者との関わりが多かった点が挙げられる。また，インドシナ難民  
の難民性の点である。インドシナ難民の難民性に関しては，個別に難民性の審査が行  
われた訳ではなく，そのため，貧困等の理由が重なっている点も指摘されている。移  
  
住先を選択はできず，身分の保証も不安定であるといった，難民に共通した特性もあ  
るが，他地域での条約難民や庇護申請者と比べて，日本での生活基盤が比較的安定し  
ており，人的資本が育まれやすかった環境であった可能性が考えられる。次に支援者  
の特性が挙げられる。本研究では，ラオス難民の受け入れに対して前向きな対象者で  
あり，難民の受け入れに前向きではない方からのデータを得ることが出来なかった。  
より広い様々な立場の人からの関わりを検討することについては，今後の研究課題で  
ある。次に地域性である。本研究では，神奈川県のラオスコミュニティを対象とした  
が，ラオス難民のコミュニティは兵庫県にもあり，在日本ラオス文化センターの存在  
や地域状況の違いからソーシャル・キャピタルの醸成過程が異なる可能性が考えられ  
る。最後にインドシナ難民定住者の来日後 40 年の経過を追っている点である。記憶バ  
イアスといった限界が考えられるが，来日直後から継続的に関わっている対象者から  
データを収集し，文書や当時の資料記録を調査検討し，可能な限りでデータの信頼性  
を保った。 以上の課題や限界が考えられるが，本研究で得た知見は，声が届きにく  
いと言われる難民の子ども達の声を反映し，子ども自身の力を育み活かすことの出来  
る社会環境や支援制度の構築に貢献すると考える。  
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